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地層処分における隆起・侵食影響評価のための 

地形・処分場深度変遷解析ツールの開発 
 

山口正秋＊1 加藤智子＊1 鈴木祐二＊2 牧野仁史＊1 
 

地層処分の性能評価における隆起・侵食の影響の検討では，地下水流動や処分場から地表への核種移行経路などへの

影響の観点から，地形と処分場深度の変化が重要となる．本研究では，初期の地形や隆起速度等の条件や評価期間の想
定に対して地形と処分場深度の変化を効率的に評価するためのツール（地形・処分場深度変遷解析ツール）を，簡易的
な地形発達シミュレーションモデルを組み込んだ ArcGIS のモデルとして構築した．このような評価は，性能評価におけ

る隆起・侵食に起因する地下水流動や地表への核種移行経路への影響の評価に向けて，条件や評価期間に応じた地形や
深度の変化についての定量的情報を提示するとともに，性能評価の実施においてどの影響に重点をおくことが効果的・
効率的かなどを判断するためにも重要となる． 
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An efficient analytical tool to calculate temporal change of topography and repository depth due to uplift and erosion was 

developed for use in performance assessment of high level radioactive waste geological disposal. The tool was developed as ArcGIS 

model, incorporating simplified landform development simulation, to enable trial calculation of various conditions such as initial 

topography, uplift rate and its distributions, and repository location. This tool enables to support decision on which processes, 

features, and their changes should be taken into account for performance assessment, by calculating topography change and 

repository depth change under various conditions. 

Keywords: HLW disposal, performance assessment, uplift and erosion, topographic change, repository depth change, 
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1 はじめに 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分では，隆起・侵食によ

る著しい変動として，過去 10万年間の隆起量が 300 ⅿを超

える地域はサイト選定のプロセスを通じて除外される[1]．

一方，緩慢な隆起・侵食は日本列島の広い地域で認められ

る現象であり[2]，その影響を完全に回避することは困難で

ある．隆起・侵食によって地形や処分場深度が変化する場

合，それらは地下水流動場の変化を介して処分場から地表

への核種の移行挙動や移行経路，地表への流出場所に影響

を及ぼす可能性がある．そのため地層処分システムの性能

評価において，隆起・侵食に起因するこれらの変化とその

核種移行への影響を定量的に評価できるようにしておく必

要がある． 

一般に地下水流動は，規模の異なる流動系が階層構造を

もって塁重し，深度が深いほど広域の緩慢な流動系が卓越

するため[3]，隆起・侵食にともなって処分場深度が浅くな

ると，地下深部の広域的な移行から地下浅部の局所的な移

行に遷移することが想定される．このため処分場深度の変

化は，地下から地表への核種移行経路の変化や移行経路上

での地下水流速の変化を生じ，それにより地下から地表へ

の核種移行が時間ととともに変化するほか，地下から地表

への核種移行経路の変化により地質環境と生活圏とのイン

ターフェース（以下，GBI とよぶ）の位置が変化すること

で，生活圏評価で考慮すべき河川や帯水層での希釈水量も

GBI の位置に応じたものに変化する．また，隆起・侵食に

よって地形が変化すると，地形の影響を受ける地下水流動

系も変化するため（たとえば[4, 5]），これによっても核種

移行経路や GBIの位置が変化する．さらに，表層における

流出特性や水収支は流域の地形に依存するため（たとえば

[6]），地形変化にともなって同じ場所の河川や帯水層での

希釈水量も変化することが考えられる．以上を踏まえると，

隆起・侵食から性能評価への影響に関係する主なプロセス

や特性の変化，およびそれらを介した影響の伝播経路は

Fig.1のように整理できる． 

ここで，地形や処分場深度の変化は，評価の対象となる

場所における初期値としての地形，処分場位置，処分場深

度，隆起速度等の条件に依存するため，それらの組み合わ

せによってどの変化が顕在化するのかが異なる．このため，

隆起・侵食から性能評価への影響に関係するプロセスや特

性の変化のうち，どの変化が性能評価上重要になるかにつ

いても，地形や処分場深度の変化の程度により異なること

 

Fig.1 Potential impacts of uplift and erosion 
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になる． 

一方，これまでに実施されている隆起・侵食を考慮した

評価では，前述のような条件が具体的に与えられる場につ

いての評価ではなく，地形や処分場深度の変化が核種移行

特性に与える影響に着目しているため，それらの影響を評

価しやすいように，シンプルな地形や地形変化，処分場深

度の変化を仮定した評価が行われている．たとえば，遠い

将来における処分場の地表への接近にともなう影響に着目

した評価[7, 8]では，その評価の中で地形や地形変化そのも

のは明示的には扱わず，地形や地形変化の結果としての処

分場深度の違いやばらつきを核種移行解析のパラメータと

して設定するという単純化された取り扱いとなっている．

また，地形と処分場深度の変化にともなう処分場近傍の水

理・化学特性の時間的な変化に着目した評価[9]においても，

地形や地形変化そのものは明示的には扱わず，水理・化学

特性の時間的な変化を，簡易的に，あらかじめ整理された

平野や丘陵等の地形の区分と深度と水理・化学特性との関

係等に基づき仮定することで評価が行われている．さらに，

処分場深度と地形変化にともなう広域的な核種移行の時間

的な変化に着目した評価[10]においても，比較的シンプル

な地形断面を複数仮定した 2次元の評価が行われている．

このように，これまでの隆起・侵食を考慮した評価は，そ

れぞれの評価で着目する影響を評価しやすいように地形や

地形変化が簡略化されている．このため，評価の対象とな

る場所の条件の違いによって，地形や地形変化に起因する

どの変化がどの程度顕在化するのか，性能評価の実施にお

いてどの変化に重点をおくことが効果的・効率的かについ

ては十分検討されていない． 

そこで本研究では，隆起・侵食に起因する地形と処分場

深度の変化を，処分場閉鎖時の地形や隆起速度等の条件に

対して効率的に評価し，それらの定量的情報を提供するツ

ール（地形・処分場深度変遷解析ツール）を構築すること

を目的とする．こうした情報が得られることは，性能評価

の実施において地形や地形変化に起因するどの変化に重点

をおくことが効果的・効率的かなどの判断のためにも重要

となる． 

 

2 手法 

 

2.1 地形・処分場深度変遷解析ツールの開発 

地形・処分場深度変遷解析ツールでは，さまざまな初期

条件や変化を与えて地形変化を計算するとともに，地形の

状況に対応した侵食およびそれにともなう処分場深度の変

化等を計算できるようにするために，地形発達シミュレー

ションモデル（長期間に及ぶ地形変化を予測するための数

値シミュレーションモデル）[11-14]を応用することとした．

地形発達シミュレーションモデルを用いるメリットは，初

期条件や境界条件の設定を工夫することで，大きさや位置，

標高をもつ具体的な地形を設定でき，さらに多様な地形を

仮想的につくり出すことができること[15]のほか，隆起速

度等のパラメータを変えて多様な地形変化を計算すること

ができる点が挙げられる．一方，地形発達シミュレーショ

ンモデルを用いることは，モデルが複雑になりがちで計算

に時間を要する等のデメリットもある． 

このため，本研究の地形・処分場深度変遷解析ツールの

開発では，隆起・侵食に着目した性能評価で考慮すること

が必要な集水域スケールの勾配や処分場深度等について，

それらの長期的かつ広域的な変化を適切に把握できるよう

にする一方で，それらには直結しない段丘の形成等のより

短期的かつ局所的な変化の取り扱いは可能な限り単純化す

ることなどにより計算量の低減を図った． 

なお，地形・処分場深度変遷解析ツールは，簡易的な地

形発達シミュレーションモデルを組み込んだ ArcGIS®

（ESRI社製の地理情報システムソフトウェア）のモデルと

して構築することとした．ArcGISのモデル構築機能を使う

ことで，既存の ArcGIS のツールを利用して効率的にモデ

ルが構築できるとともに，ArcGISが使用できれば誰でも容

易に計算を実行することが可能となる．また，ArcGISの機

能を用いて容易に計算結果の表示や分析等の処理が行える

メリットもある． 

地形・処分場深度変遷解析ツールでは，地形変化の計算

およびそれに対応した処分場深度等の計算を，４つの機能

（ステップ 1～4）で行うこととした（Fig.2）．このうちス

テップ 1では，初期条件として想定する地形を設定し，ス

テップ 2では，この初期条件に従って地形変化を計算する．

さらにステップ 3では，計算された地形変化を入力値とし

て，集水域や水系の変化等を計算・抽出する．一方ステッ

プ 4では，計算された地形変化について，平均標高や高度

分散量（単位面積中に含まれる標高値データの標準偏差で

表される地形の起伏を表す指標の一つ[16]），処分場深度，

およびそれらの変化のトレンドを表示する．これによって，

地形変化や処分場深度変化の特徴を概括的に把握すること

が可能となる． 

以下に，各ステップでの計算方法を述べる． 

2.1.1 ステップ 1（初期設定） 

ステップ 1では，ステップ 2の地形変化の計算に必要な

初期条件や境界条件の設定を行う．このうち初期条件とし

て考慮する処分場閉鎖時の地形の設定に当たっては，既存

 

Fig.2 Calculation steps 
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のデータを用いることができない仮想的な条件では，任意

の大きさの領域を設定してその中に地形を設定する必要が

ある．ここでは中心点のX座標（Cx [°E]）とY座標（Cy [°N]），

および領域の X軸方向のサイズ（Vx [m]），Y軸方向のサイ

ズ（Vy [m]）により楕円形の領域を設定し，このモデル化

領域内に任意の大きさ（Δx×Δy [m]）のセルを設定する

こととした（Fig.3）．なお，計算を開始するに当たり，傾

斜が全くない状態では侵食やそれにともなう物質の移動を

考慮することができないため，地形・処分場深度変遷解析

ツールでは乱数により，0～1 mの微小な起伏を与える． 

一方，実際の場を対象とした評価では，公開データとな

っている全国の数値標高モデル[17]から必要な領域を切り

出して用いることも可能である． 

2.1.2 ステップ 2（地形変化の計算） 

ステップ 2では，地形発達シミュレーションモデルを応

用して地形変化を計算する．地形発達シミュレーションモ

デルの基本的な考え方は共通しており，ある地点の標高の

変化が隆起速度，河川による侵食速度，斜面上の土砂移動

による侵食速度によって表現され，（1）式のように定式化

することができる[18, 19]． 

𝜕𝑧

𝜕𝑡
= 𝑈 − 𝐸 − 𝑞𝑠 (1) 

ここに，zは標高 [m]，tは時間 [y]，Uは隆起速度 [m y-1]，

Eは河川による侵食速度 [m y-1]，qsは斜面上の土砂移動に

よる侵食速度 [m y-1]を表す． 

一方，（1）式における各項の定式化の方法については地

形変化をどこまで精緻に表現するかによって多くの選択肢

がある．前述のように，地形・処分場深度変遷解析ツール

では数百 km2程度の集水域を包含する広域的なスケールで，

かつ数十万年～数百万年程度の長期的な地形変化の把握に

主眼をおいている．このため，ここでは，長期的な変化で

相殺されるサイクリックな影響や局所的な影響を省いたり，

単純化したりすることで，迅速に計算できるように工夫し

た． 

本研究ではこれらの点を踏まえ，隆起速度（U），河川に

よる侵食速度（E），斜面上の土砂移動による侵食速度（qs）

（Fig.4）を定式化し，（1）式の各項に反映した．各計算は，

領域内に設定されたセルごとに行なうこととし，集水面積

や標高のように地点（セル）ごとに設定されるパラメータ

と，侵食係数のように，すべてのセルに同一の値を設定す

るパラメータを考慮する． 

以下に地形・処分場深度変遷解析ツールで採用した地殻

変動による隆起速度，河川による侵食速度，斜面上の土砂

移動による侵食速度についての定式化の方法とその考え方

を述べる． 

(1) 地殻変動による隆起 

地殻変動には，断層運動にともなう鉛直または水平方向

の変位，傾動，背斜構造や背斜構造を形成する曲隆や褶曲，

曲降などの変動様式が含まれる[20]．このうち隆起をとも

なう鉛直方向の変位や傾動・曲隆は侵食や山地の発達につ

ながることから，その影響を適切に考慮する必要がある．

また，広域地下水流動に影響を与える地表水系の発達は変

動様式の影響を強くうけることから[21]，地形・処分場深

度変遷解析ツールでは鉛直方向の一様な隆起に加え，変動

様式が異なるパターンとして，広域的な変化をともなう傾

動と曲隆を加えた 3つのパターンを設定できるようにした．

このうち南北方向に隆起速度の分布を与える場合，傾動お

よび曲隆は（2）式のように表現することができる． 

𝑈 =

{
 
 

 
 

𝑙

𝑉𝑦
(𝑈𝑚𝑎𝑥 − 𝑈𝑚𝑖𝑛) + 𝑈𝑚𝑖𝑛; 𝑡𝑖𝑙𝑡

sin
𝑙

𝑉𝑦
𝜋 (𝑈𝑚𝑎𝑥 − 𝑈𝑚𝑖𝑛) + 𝑈𝑚𝑖𝑛; 𝑢𝑝𝑤𝑎𝑟𝑝

 (2) 

ここに，l はモデル化領域南端からの距離 [m]，Vy はモ

デル化領域の南北幅 [m]，Umaxは領域内の隆起速度の最大

値 [m y-1]，Uminは領域内の隆起速度の最小値 [m y-1]である． 

(2) 河川による地形変化 

河川による地形変化には，下刻による河床の低下や堆積

による河床の上昇，側方侵食が含まれる．このうち地形・

処分場深度変遷解析ツールでは，広域的かつ長期的な地形

 

Fig.4 Uplift and erosion processes modeled in this study 

 

Fig.3 Initial setting for virtual condition 
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変化の計算を迅速に行えるようにするために，長期的な山

地の形成や水系の発達を考慮するうえで重要となる河川に

よる下刻の影響を中心に考慮することとし，サイクリック

な挙動のうち，側方侵食の影響を省略し，河口付近の河床

変動のみを簡易的に取り扱うこととした． 

河川による下刻は，各地点における堆積物の運搬能力が

供給量を上回った際に生じること，および下刻速度は河床

に作用する流水のせん断応力に比例することから[22]，（3）

式のように定式化され，広く用いられている（たとえば[11]

など）．そこで地形・処分場深度変遷解析ツールにおいても，

（3）式を用いて下刻を計算する． 

𝐸 = {
𝑘𝑏(𝜏 − 𝜏𝑐) 𝑖𝑓 𝜏 < 𝜏𝑐

0 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒
 (3) 

ここに，Ｅは各地点の侵食速度 [m y-1]，kbは侵食係数 [-]，

τは各地点のせん断応力 [N m-2]，τc は限界せん断応力  

[N m-2]であり，τがτc以下の場合，侵食は生じないものと

した．このうち，せん断応力τは，各点における流量と勾

配の関数により（4）式のように計算できる（たとえば[11]

など）． 

𝜏 = 𝑘𝑡𝑄
1
3𝑆

2
3 (4) 

ここに，τは各地点のせん断応力 [N m-2]，ktは定数，Q

は各地点の流量 [m3 y-1]，Sは勾配 [-]である．このうち流

量Qは，単位面積当たりの降雨強度が一定と仮定した場合，

各地点における集水面積と降雨強度の積として（5）式のよ

うに計算できる（たとえば[11]など）． 

𝑄 = 𝑃𝐴 (5) 

ここに，Qは各地点の流量 [m3 y-1]，Pは降雨強度 [m y-1]，

Aは各地点の集水面積 [m2]である． 

一方河口付近で生じるサイクリックな河床の変動につい

ては，日本の河川では氷期に形成された開析谷が埋積され，

河口付近に低地が形成されることが多いことから，サイク

リックに変化する海水準が上昇した時点で海面下となるす

べての地点について，河床の標高を海水準と同じとするこ

とで，簡易的に取り扱うこととした． 

(3) 斜面による地形変化 

斜面で生じる地形変化は，クリープや表面侵食による緩

慢な斜面物質の移動と，斜面崩壊や土石流による急激な斜

面物質の移動に大別される．とくに降雨強度が大きくかつ

急峻な山地の多い日本においては，後者による土砂供給が

多いと考えられることから，こうした現象をモデルに組み

込むことが重要と考えられる．このため日本を対象とした

地形発達シミュレーションでは，上記の両方の現象が組み

込まれている場合が多い（たとえば[13]など）．そこで，地

形・処分場深度変遷解析ツールにおいても，クリープ等の

緩慢な斜面物質の移動と，斜面崩壊等の急激な斜面物質の

移動の両方をモデル化した． 

このうち，緩慢な斜面物質の移動には，クリープや雨滴

侵食・リル侵食等の表面侵食，凍結融解作用が含まれ，そ

れらの効果を総称して従順化プロセスと呼ばれ[23]，拡散

方程式を用いて（6）式のように定式化できる（たとえば[11]

など）． 

𝑞𝑠 = 𝑘𝑑∇
2𝑧 (6) 

ここに，qs は斜面上の土砂移動による侵食速度 [m y-1]，

zは標高 [m]，kdは拡散係数 [-]であり，拡散係数 kdはとく

に従順化係数と呼ばれる．一方，斜面崩壊等の急激な斜面

物質の移動については，閾値 St [-]以上の勾配を持つ斜面を，

閾値以内の勾配に設定しなおすことで表現した． 

2.1.3 ステップ 3（情報の抽出） 

ステップ 3では，地形変化に対応する処分場深度の変化

を計算するとともに，地形変化と処分場深度の変化の関係

から集水域や地下の処分場の範囲を投影した地表の領域

（以下，フットプリントとよぶ）の地形変化を抽出する．

具体的にはステップ 2で計算した地形を入力値として，そ

の中の任意の位置の任意の深度に処分場を設定し，ステッ

プ 2で設定した隆起速度にしたがって処分場の標高を変化

させる．さらに，地形と処分位置との関係によって，処分

場深度と，処分場が含まれる集水域を計算・抽出する． 

これらの計算を行なうために，ステップ 3では(1)処分場

位置を設定する機能，(2)集水域を抽出する機能，および(3)

処分場深度を計算する機能を構築した． 

以下に各機能について述べる． 

(1) 処分場位置の設定 

ここでは，ステップ 2で計算した地形変化（設定したタ

イムステップごとに計算された地形データの集合）を入力

値として，その中から任意の時間ステップの地形を選び，

その中の任意の位置に処分場のフットプリントを設定する．

具体的には，ステップ 2で得られた地形変化を参照しなが

ら任意のタイムステップの地形を選び，その中の任意の位

置（Cx, Cy）の任意の深度（D0）に処分場の中心点を設定

するとともに，この点を中心とする Lx [km]×Ly [km]の処分

場のフットプリントを設定する．なお，処分場の標高は，

処分場のフットプリントの中の最も標高の低い地点から

D0 [m]下に処分場が設定されるようにした．すなわち，処

分場の土かぶりの最小値が D0 [m]であり，処分場内の位置

によってはそれ以上の土かぶりが確保されることになる． 

(2) 集水域の抽出 

ここでは，（1）で設定した処分場のフットプリントを包

含する集水域を抽出する．地形・処分場深度変遷解析ツー

ルでは，ArcGISの水文解析ツールで採用されている８方向

フローモデル[24]にしたがって水系を発生させた上で，上

記の処分場のフットプリントを包含する集水域を抽出する．

この時，処分場位置の設定によっては，処分場のフットプ

リントが複数の集水域にまたがる場合もあり，このような

場合は，複数の集水域が抽出される．また，地形が変化す

ることで，集水域の形状や大きさは変化すると考えられる

ため，ステップ 2の各タイムステップで求められた地形の

すべてについて(2)の処理が実施されるようにした． 

(3) 処分場深度変化の計算 

ここでは，2.1.3(1)で設定した処分場の位置と標高を踏ま

え，地形変化にともなう処分場深度の変化を計算する．具

体的には，(1)で設定した処分場の位置と標高を初期条件と

して，ステップ 2で設定した隆起速度（またはその空間分

布）Ｕ [m y-1]を与えて処分場の標高を変化させるとともに，
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各タイムステップについて処分場と地表面との距離を計算

することで，処分場深度とその変化を計算する．こうした

処理により，処分場の標高 [m]が上記のタイムステップご

とに出力される．傾動や曲隆等により隆起速度が空間分布

をもつ場合は，時間とともに処分場内に標高差が生じるこ

ととなる．また，本ツールでは，処分場の一部が地表面に

接近・到達すると，その部分が徐々に侵食・喪失する状況

を表現することも可能とした． 

2.1.4 ステップ 4（データの取得） 

本ステップは，ステップ 2および 3で計算された地形の

特徴を数値化することで，各ケースの中での時間変遷や，

そのケース間の違いを定量的に比較・分析できるようにす

る．本研究では，数値化する地形の特徴として，山地発達

に係る既往の研究で考慮されている平均標高と高度分散量

（起伏の大きさを表す指標の一つ）に着目した． 

このうち，平均標高は，計算領域内の標高値の算術平均

値である．一方高度分散量は，計算領域内の標高値の標準

偏差であり（7）式のように定義されている[16]． 

𝐷𝑠 =
√
∑ (ℎ𝑗 − 𝐻)

2𝑛
𝑗=1

𝑛 − 1
 

(7) 

ここに，Dsは高度分散量 [m]，hjは各点の標高 [m]，Hは

任意の区画内の平均標高 [m]である．高度分散量 Dsは区画

の面積の増加にともなって大きくなるため，面積の異なる

領域間の比較を行う際には基準化が必要である．本研究で

は，経験式[18]である（8）式を用いて任意の領域で計算さ

れた高度分散量を 1 km2当たりの値に基準化した基準高度

分散量を計算した． 

𝐷 ≈
𝐷𝑠
𝑆0.16

 (8) 

ここに，Dは基準高度分散量 [m]，Dsは高度分散量 [m]，

Sは領域の面積 [km2]である． 

 

2.2 ArcGIS によるツールの実装 

2.1項で示した機能の地形・処分場深度変遷解析ツールで

の実装および試解析の実施に当たっては，ArcGIS（ArcGIS 

10.2 for Desktop）を用いた．ArcGISのバージョン 9以降に

はモデル構築機能（ModelBuilder）が用意されており，入

出力データや計算式，および空間解析やデータ編集などを

行うツール等を連結したワークフローを作成することで，

視覚的にプログラミングを行うことができる．地形・処分

場深度変遷解析ツールでは，ステップ 1～4の各機能に対応

するメインモデルと，各機能に組み込まれた個別の計算に

対応するサブモデルを構築した．Fig.5には，地形・処分場

深度変遷解析ツールで構築した主なサブモデル（A～K）に

ついて，主な入出力データ（a～l）とそれらの入出力関係

の概要を示す．このうち（a）は，各ステップの計算で使用

される隆起速度や侵食係数等の入力データであり，テーブ

ル形式でまとめて指定される． 

以下に，各ステップでの計算方法を示す． 

 ステップ 1 は任意の大きさの領域に初期条件としての

起伏データ（b）を発生させるサブモデル（A）や，既

存の地形データ（c）が利用できる場合にそれを選択す

るサブモデル（B）からなり，いずれかの出力が選択さ

れ，ステップ 2 以降で考慮する地形変化の初期条件と

して，ラスターデータ（d）が出力される． 

 ステップ 2は，2.1.2に示した地殻変動による隆起（C）

 

Fig.5 Outline of workflow showing input/output of main- / sub-models created for the tool 
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や，河川による地形変化（D），斜面による地形変化（E）

の各計算を行なうサブモデルからなる．計算では，ス

テップ 1の地形データを初期条件の入力値として，C～

E の計算が必要なタイムステップ数について反復され，

タイムステップごとに出力される一連の地形データ（h）

がフォルダに格納される． 

 ステップ 3 では，一連の地形データを読み込んで任意

のタイムステップの任意の位置に処分場を設定し（F），

それをもとに集水域の地形（G）やフットプリント（H）

を抽出するサブモデルからなり，タイムステップごと

に計算される集水域の地形データ（j）およびフットプ

リントの地形と深度（k）の一連のデータが，それぞれ

のフォルダに格納される． 

 ステップ 4 では，計算領域全体の地形変化データ（h）

を読み込んで平均標高や高度分散量等の統計量とその

変化を計算するサブモデル（I）と，集水域の地形デー

タ（j）を読み込んで同様の計算を行うサブモデル（J），

および処分場深度データ（k）を読み込んでそのフット

プリント内でのばらつきや変化を計算するサブモデル

（K）からなり，それらの結果がテーブル（l）として

出力される． 

 

3 地形・処分場深度変遷解析ツールを用いた試行 

 

ここでは，地形・処分場深度変遷解析ツールを用いた試

行を行う．本試行の目的は，隆起速度の設定を変えた計算

を行い，地形・処分場深度変遷解析ツールを用いて広範な

地形変化と深度変化のバリエーションが計算・抽出できる

ことを確認することと，そのうえで隆起速度の設定に対す

る，深度変化・地形変化の違いを比較・分析し，得られる

知見の性能評価への活用の可能性について考察することで

ある． 

 

3.1 データの設定 

ここでは，前章で述べた初期設定（ステップ 1），地形変

化の計算（ステップ 2），情報の抽出（ステップ 3）の各計

算を試行するに当たって使用したデータとその設定の考え

方を述べる．なお，現状ではサイトが特定されていないこ

とから，既存のデータを用いず，仮想的な条件での評価を

行うこととした．さらに，ここでは異なる条件での比較を

試行するために幅広いデータを設定した．仮想的な条件で

評価を行う場合，初期設定（ステップ 1）として任意の大

きさの領域を設定してその中に初期条件としての地形を設

定する必要がある． 

初期設定（ステップ 1）では，モデル化領域の中心点の X

座標（Cx）と Y 座標（Cy），モデル化領域の X 軸方向のサ

イズ（Vx），Y軸方向のサイズ（Vy），セルサイズ（Δx, Δy），

標高の初期値(A0)を設定する必要がある．このうち，モデ

ル化領域の中心点の X座標（Cx）と Y座標（Cy）は，日本

国内の任意の地点の座標を設定した．モデル化領域のサイ

ズ（Vx，Vy）は，生成される水系の集水域面積を左右する

パラメータである．試解析では，一般的な大きさの集水域

となるように，全国の一級河川の流域面積のうち，大きい

方からの累積で 70パーセンタイル（約 800 km2）～95パー

センタイル（約 300 km2）程度の大きさの集水域が抽出さ

れるように領域の大きさを調整し，Vxおよび Vyをそれぞれ

100,000 m， 50,000 mと設定した．また，セルサイズ（Δ

x, Δy），標高の初期値 A0はそれぞれ 100 m，0 mと設定し

た．初期設定に係る設定値をTable 1aに示す．本試行では，

隆起・侵食の主要な原因となる隆起速度の設定に応じた多

様な地形変化を扱えるかどうかを確認することを目的とし

ているため，Table 1a以外のパラメータについては，既往

研究における設定値を参考に一般的な値を用いて仮置きし

ている． 

地形変化の計算（ステップ 2）では，時間ステップ（Δt），

計算期間（T），隆起速度（U），変動様式（Umode），侵食係

数（kb），限界せん断応力（τc），従順化係数（kd），降雨強

度（P），斜面崩壊に係る勾配の閾値（St）を設定する必要

がある．このうち時間ステップ（Δt）は 1万年とした．た

だし河川による下刻については，その影響の上流側への伝

播が適切に反映されるようにするために 1,000 年で計算し

た．また，計算期間（T）は地形変化がおおむね収束する

十分長い期間として 500万年を考慮し，12万年サイクルの

海水準変動を簡易的に考慮するために 500万年以上でかつ

12万の倍数となる 504万年とした．なおこの期間は，一定

の隆起速度を前提に過去の隆起速度を将来に外挿できる期

間（一般に数十万年程度）を大幅に超える期間となる．本

検討では，大きな不確実性を伴うことも踏まえつつ，性能

評価への影響を抽出するという観点から，顕著な地形変化

が生じるまで簡易的に計算を継続することとした．また侵

食係数（kb）は Tucker et al. (1997) [11]における設定値から

6×10-5 [-]と設定した．従順化係数（kd）は，野原ほか（2008）

[25]における温暖期の斜面域における設定値をもとに

2.0×10-4 [-]を設定した．降雨強度（P）は日本における平均

年降水量 1,700 mm [26]のうちの 80 %が流出し[27]，さらに

その半分程度が直接流出によるものと仮定して 0.7 [m y-1]

Table 1 Parameters for Step1 (a) , Step2 (b), and Step3 (c) 

for the test calculations 
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を設定した．さらに，斜面崩壊に係る勾配の閾値（St）は，

日本の大起伏の山地（一般に起伏量が 600 ⅿを超える領域

が卓越する山地）では傾斜約 35度の斜面が卓越し，それよ

りも急な斜面は不安定化しやすいとされること[28]を踏ま

え，0.57 [-]（約 30度）を設定した．また，限界せん断応力

（τc）は（9）式のように設定した． 

𝜏𝑐 = {
15.019 ∙ ln 𝐷̅𝑢𝑝 + 145.33  𝑖𝑓 𝐷̅𝑢𝑝 > 0.0001 

7 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒
 (9) 

ここに，τcは限界せん断応力 [N m-2]，D
――

は各点の集水

域の平均削剥速度 [m y-1]である． 

一方，隆起速度（U）および変動様式（Umode）について

は後述する解析ケースごとに異なる値を設定した．地形変

化の計算（ステップ 2）に係る設定値を Table 1bにまとめ

た． 

情報の抽出（ステップ 3）では，任意の位置に処分場の

設置深度（D0），処分場のサイズ（Lx，Ly）を設定する必要

がある．ここでは設定された処分場の位置と地形の関係に

より，処分場が含まれる集水域が計算・抽出される（2.2.3(2)

参照）．処分場の設置深度（D0）は，地層処分研究開発の

第 2次取りまとめ[7]のレファレンスケースにおける設定を

踏まえて 1,000 mとした．また，処分場のサイズ（Lx，Ly）

については，2,000 mと仮定した．情報の抽出（ステップ 3）

に係るデータと設定値を Table 1cに示す． 

 

3.2 解析ケースの設定 

試解析では，計算の起点となる自然な地形を再現するた

めの前処理として，平坦な面に微小な起伏を与え（2.1.1参

照），隆起速度 1×10-4 [m y-1]で 504万年間一様に隆起させ

ることで試解析の起点となる地形を生成する．そのうえで

生成された地形を起点に，隆起速度とその分布を変えた 4

ケース（Case1～Case4）を設定し，さらに 504 万年間隆起

させた．このうち Case1～Case3は領域内の隆起速度が一様

に分布することを仮定した上で，日本における広域的な隆

起速度の分布（0～0.9 mm/y）[2]をおおむねカバーできるよ

うに，隆起速度 Uをそれぞれ，3×10-4 [m y-1]，6×10-4 [m y-1]，

9×10-4 [m y-1]に設定した．一方，Case4は領域内の隆起速

度が一様ではなく，北側から南側にかけて大きな値 Umax

から小さな値Uminが分布している状況を考慮したものであ

り，ここでは分布の幅として 6×10-4 [m y-1]～0 [m y-1]を考

慮した．解析ケースと隆起速度・変動パターンの設定値を

Table 2 Cases for the test calculations 

 

 

Fig.6 Various topographies created by Case1 to Case4 
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Table 2に示す． 

 

3.3 試解析の結果 

地形・処分場深度変遷解析ツールを用いて計算した処分

場深度と地形変化の結果を踏まえ，隆起速度の設定に対す

る，深度変化・地形変化の違いを比較・分析する．Fig.6

には，計算の起点となる平面と，この平面を起点に前処理

を行って作成した初期の地形，さらにこの地形を起点とし

て，Table 2に示す異なる隆起速度や分布を与えて 504万年

間計算した Case1～Case4によって生成された地形 Type1～

Type4 を南西側からの俯瞰図として示した． 

生成された地形を見ると，低平な地形である初期の地形

（算出された地形の平均標高は 51.2 m）から，設定した隆

起速度に応じて標高の異なる丘陵～山地の多様な地形

（Type1～Type3）が生成された．さらに，隆起速度を北側

から南側にかけて大きな値から小さな値を設定した Case4

によって生成された地形である Type4を見ると，設定され

た隆起速度の分布に応じて北側には山地が，南側には低平

な地形が生成されていることが確認できる．Fig.7 には，

Initial Stateを起点に各時間でCase1～4の各ケースについて

計算された，計算領域全体の平均標高（a）と地形の険しさ

の指標である基準高度分散量（b），および処分場深度（2km

×2kmの処分場領域内の平均値）（c）の変化を示す． 

このうち，平均標高（a）と高度分散量（b）は各ケース

とも時間の経過とともに徐々に増加量が小さくなり，ほぼ

一定の値に収斂していくことが確認できる．こうした変化

の傾向は，日本の主要な山地を対象に推定されている変化

傾向[16, 29, 30, 31]と整合的であり，隆起速度が大きいほど，

対象とする領域に含まれる山地が高くなるとともに，山地

が高くなるほど，その高度分散量が大きくなる（険しくな

る）状況が確認できる．一方，処分場深度（c）は，各ケー

スの条件に応じたほぼ一定の速度で時間とともに減少して

いく．また，期間ごとの変化をみると，0～約 100万年の期

間では，上記（a）～（c）いずれの値も設定した隆起速度

に応じて変化する一方，約 100 万年以降の期間では，平均

標高（a）や高度分散量（b）の変化量が徐々に小さくなる

ため，深度のみが変化する状況に移行していく． 

このような処分場閉鎖時からの地形変化（a），（b）と処

分場深度変化（c）は，着目する時期の違いやケースの違い

に応じた変化の程度に着目すると，大きく以下の 3パター

ンに分類できると考えられる． 

 Pattern A：地形変化と処分場深度変化の両方とも変化

の程度が相対的に小 

 Pattern B：地形変化は小，処分場深度変化は大 

 Pattern C：地形変化と処分場深度変化の両方で変化大 

たとえば，これらのパターン分類を Fig.7 の結果に当て

はめると，比較的短い期間（数十万年程度）での変化は多

くのケースがPattern Aに該当し，長い期間（数百万年程度）

で処分場深度の変化が大きく地形変化も大きな値に収斂す

るケース（たとえば Case3）は Pattern Cに分類できる． 

 

3.4 地形・処分場深度変遷解析ツールにより得られる知

見の性能評価への活用の可能性 

2 章で述べたように，隆起・侵食から性能評価への影響

に関係する主なプロセスや特性の変化，およびそれらを介

した影響の伝播経路が複数考えられる．一方，そのうちど

の変化やどの経路を介した影響が性能評価上重要になるか

は，上述の地形や処分場深度の変化のパターンによって異

なると考えられる．Fig.8には，隆起・侵食が，核種移行評

価で考慮される地下水流速や処分場から地表への核種移行

経路，生活圏評価で考慮される GBIでの希釈水量や灌漑水

量に及ぼす影響について，どのようなプロセスや特性の変

化を介することが考えられるか，またどのような影響伝播

の経路が考えられるかを，上記の地形変化と処分場深度変

化の Pattern A～Pattern Cのパターン分けをキーとして整理

した． 

以下，各パターンにおける変化の特徴を，変化の大きい

Pattern Cから順番に説明する． 

 処分場深度変化と地形変化の双方が顕著な場合

（Pattern C）は，処分場深度変化に加えて，地形変化

に起因する地下水流動場の変化，標高の変化にともな

う地表の植生や土地被覆の変化，起伏や傾斜に依存す

る河川の流出特性の変化やそれによる河川水量の変

化が生じる可能性がある． 

 一方，地形変化が顕著でなく，処分場深度変化のみが

顕著な場合（Pattern B）は，地下水流動や地表水の流

動の変化は限定的と考えられる．しかし，そのような

 

Fig.7 Changes of mean altitude (a), basic dispersion of 

altitude (b), repository depth (c) 
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変化はなくとも，地下水流動にはもともと深度依存性

があることから，深度が変化することで処分場を起点

とする核種移行経路やそこで地下水流速が変化する

ほか，それによって GBI の位置が変わるため，GBI

の位置に応じて考慮すべき河川の希釈水量等も変化

することになる． 

 さらに，処分場深度変化と地形変化がいずれも顕著で

ない場合（Pattern A）は，隆起・侵食に起因する核種

移行経路や地下水流速，希釈水量や灌漑水量の変化は

限定的と考えられ，それらは簡便に定数として考慮す

ることも可能となると考えられる． 

このように，隆起・侵食から性能評価への影響に関係す

る主なプロセスや特性の変化，およびそれらを介した影響

の伝播経路が複数考えられるが，そのうちどの変化やどの

経路を介した影響が性能評価上重要になるかは，上述の

Pattern A～Pattern Cのような地形と処分場深度の変化のパ

ターンと対応付けて分類できると考えられる． 

地形・処分場深度変遷解析ツールでは，地形と処分場深

度の変化を定量的かつ効率的に計算できるため，初期条件

としての地形や処分場の位置と深度，隆起速度等の条件に

対して処分場深度変化や地形変化を計算することで，以下

の２つに資することができる． 

 地下水流動や処分場から地表への核種移行経路の定

量的評価で必要となる地形と処分場深度の変化の定

量的情報の提供． 

 各条件での地形と処分場深度の変化が前述の Pattern 

A～Pattern Cのどのパターンが該当するかの分類によ

り，性能評価における隆起・侵食の影響の検討におい

てどのプロセスや特性をどのように考慮していくこ

とが重要になるかの判断を支援． 

Fig.9 には，前述の Case1～Case4 の各ケースについての

地形変化の程度を示す指標としての高度分散量（横軸）と

処分場深度変化（縦軸）の関係を示すとともに，100 万年

経過時のそれぞれの指標の値を図中に白丸で示した．また，

その時点における Case3 と Case4 の地形を示した．Case1

～Case4の各ケースの結果は，図中の 3つの領域（Area1～

Area3）で区分することができる．まず 100万年経過時（Fig.9

中の白丸）の結果については，始点から大きく変化しない

ことを示す Area1に Case1, Case2, Case4 が含まれ，これら

は前述の Pattern Aに対応する．一方，Case3は，図中で右

上方向に大きく変化することを示す Area3 には Case3 が包

含され，前述の Pattern Cに対応する．次に 100万年を超え

る期間についてみると，主に縦軸方向に大きく変化するこ

とを示す Area 2に Case1が含まれ，前述の Pattern Bに対応

する．また，右上方向に大きく変化する Area3 には Case2

～4が含まれ，それらは Pattern Cに対応する．このように，

地形・処分場深度変遷解析ツールにより各条件での高度分

散量と処分場深度変化の情報を得ることにより，各条件で

の処分場深度変化と地形変化が Pattern A～Pattern Cのどの

パターンに該当するかを，その時間変遷の可能性も含めて

推定することができる．これにより，Fig.8の整理と照らし

合わせることで，隆起・侵食の影響を考慮した性能評価に

 

Fig.8 Potential assessment paths caused by various uplift and erosion 
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向けてどのプロセスや特性をどのように考慮していくこと

が重要になるかの道筋を見通すことができる． 

 

4 まとめ 

 

1) 地層処分における隆起・侵食影響評価に向けて，地形

と処分場深度の変化を処分場の位置や深度，隆起速度

等の条件に対して効率的に評価するためのツール（地

形・処分場深度変遷解析ツール）を，簡易的な地形発

達シミュレーションを組み込んだ ArcGIS のモデルと

して構築した． 

2) 構築した地形・処分場深度変遷解析ツールを用いた試

行を通じて，さまざまな条件での処分場深度変化と地

形変化を計算できることで，地下水流動解析，表層環

境の解析，地表水の解析などのインプットを整備でき

ることを確認した． 

3) 隆起・侵食から性能評価への影響については，関係す

る主なプロセスや特性の変化，およびそれらを介した

影響の伝播経路が複数考えられるが，そのうちどの変

化やどの経路を介した影響が性能評価上重要になる

かは，地形と処分場深度の両方の変化が相対的小さい

パターン（Pattern A），処分場深度の変化のみが大き

いパターン（Pattern B），地形と処分場深度の両方の

変化が大きいパターン（Pattern C）に分類できると考

えられた．構築した地形・処分場深度変遷解析ツール

を用いた地形変化（高度分散量）と処分場深度変化の

計算結果により，前述の Pattern A～Pattern Cのどのパ

ターンに近いかを推定することでき，隆起・侵食の影

響を考慮した性能評価に向けてどの変化やどの経路

を介した影響が重要になるかを見通すことができる

可能性を示した． 
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